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堂、 2012年） 396頁、角田政芳＝辰巳直彦『知的財産法〔第6版〕』（有斐閣、 2012年） 152頁以
下など。
27 音田・前掲注（6) 91頁以下、高林・前掲注（9) 194頁、田村・前掲注（3) 272頁以下、
同・前掲注（11)35頁など。これに対して、三村量一「特許権の消尽方法の発明に係る特
許権及びシステム発明に係る特許権の消尽の問題を中心にj高林龍ほか編『現代知的財産法
講座E知的財産法の実務的発展』（日本評論社、 2012年） 112頁以下は、 U)！持許権者等が、 4
号製品、 5号製品を譲渡した場合において、②特許方法を使用するのに、①の物とは別に5
号製品を必要としないときに限り、消尽が肯定されるとする。方法発明の全工程を特許権者
等が譲渡した製品のみで実施できる場合に消尽が肯定される点では、本文や上記の見解と同
様であるが、さらに、特許方法を使用するために、特許権者等が譲渡した製品だけではその
全工程を実施できず、他に4号製品や汎用品を使用しなければならない場合にも消尽を肯定
する点が特徴的である。さらに、この基準は、特許権者等が1号製品、 2号製品を譲渡した
場合（本文2）にも当てはまるとする（同・ 114頁）。この見解に従うと、たとえば、特許方
法の工程の大部分の実施には汎用品を使い、特許権者等が譲渡した4号製品は工程のわずか
な一部にしか必要とされなかった場合にも、消尽が肯定される。しかしながら、このような
場合にも、常に「特許権者とすれば、特許法101条に該当する供用物の譲渡の際に、特許発明
の対価を全て回収する機会を有していた」（同・ 113頁）といえるのは疑問である。本文で後
述するように、 4号製品が工程のわずかな一部にしか使用されず、 4号製品と特許方法の間
の経済的価値の差が大きい場合には、消尽を否定すべきである。
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生み出すことができる。それゆえ、両者の経済的価値の聞には有意な差がない
と評価することができ、特許権者等は、当該4号製品の拡布の段階で、これを
用いた特許方法の使用の対価まで含めた利得獲得の機会が保障されていたと認
められよう。他方で、このように、 4号製品のみで方法発明の全工程を実施で
き、しかも、それ以外に用途がない専用品について、これを譲り受けた者がそ
の使用を禁じられるということになれば、当該製品の円滑な流通に支障を来す。
したがって、このようなケースについては、消尽を肯定すべきである。
これに対して、 4号製品が方法発明の一部の工程のみに用いられる物であっ
た場合には、原則として、その製品の譲渡により、特許方法全てを対象とする
対価を取得する機会があったとは認められないため、消尽は否定すべきである。
もっとも、ここでの問題は、製品の譲渡段階で、その製品を用いた特許方法の
使用に対する対価の取得機会があったか否か、換言すれば、 4号製品と特許方
法の経済的価値の差である。したがって、たとえ、製品が方法発明の工程の一
部にしか使われない物であったとしても、当該4号製品が別工程の実施に用い
られる製品よりも格段に高額であって、当該4号製品を用いる工程が全工程の
大部分を占めているような場合にも、 4号製品（とそれ以外の製品）を用いた
特許方法の使用に対し、消尽を認め、特許権行使を否定すべきではないかと考
える280 あるいは、 4号製品が工程のわずかな一部にしか使われず、その価格
が他の工程に用いる製品より格段に低額であるため消尽が否定される場合で
あっても、 2と同じように、別途、黙示の許諾が認められることもあり得る。
もちろん、以上の場合、 4号製品自体は、方法発明の一部の工程にしか用いら
れないのであるから、実際に当該4号製品のみを用いたからといって、方法発
明の（実施行為としての）使用には当たらず、直接侵害も成立しない。あくま
で、当該4号製品とその他の製品を併せて用いて、方法発明の全工程が実施さ
れて初めて、方法発明の使用として直接侵害が認められ得る。そして、このよ
うな場合でも、消尽法理や黙示的許諾により、侵害が否定される場合があり得
るというのが、ここで説明した内容である。
28 田村・前掲注（3) 275頁。ただし、田村はこのケースについては黙示的許諾で処理して
いる。
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4.生産方法の使用にのみ用いる物の譲渡と特許権の消尽
前掲インクカートリッジ知財高裁大合議判決は、物の生産方法の発明につい
て、「特許権者又は特許権者から許諾を受けた実施権者が、特許発明に係る方法
の使用にのみ用いる物（特許法101条3号〔現4号：筆者注〕）・・・を譲渡した
場合において、譲受人ないし転得者がその物を用いて当該方法の発明に係る方
法の使用をする行為、及び、その物を用いて特許発明に係る方法により生産し
た物を使用、譲渡等する行為については、特許権者は、特許権に基づく差止請
求権等を行使することは許されない」と判示している。その理由付けは、 3で
紹介した通りであり、判決の趣旨は、生産方法の発明と単純方法の発明とで違
いはなく、両者に同ーの規律を当てはめているようにも読める。
しかしながら、物の生産方法については、むしろ、 2で論じた物の発明と同
様の規律を妥当させるべきではなかろうか。特許発明に係る方法により物を生
産するためにのみ用いられる 4号製品と、それを用いて生産された製品との関
係もある程度の幅がありえ、必ずしも、常に、 4号製品の譲渡の段階で、これ
を用いて生産された製品の流通に対する対価の取得機会まで保障されていたと
評価できるとは限らない。たとえ、当該4号製品のみで、物の生産方法の全工
程を実施できるとしても（単純方法発明の規律を妥当させれば、消尽が肯定さ
れるケース）、これにより生産された製品の経済的価値が、特許権者が4号製品
の譲渡段階では想定し得ないほど大きなものとなる場合には、物の生産や生産
された物の使用や譲渡等について消尽を否定し、権利行使を許容すべきだと思
われる。もっとも、単独で、生産方法発明の全工程を実施できるような4号製品
であれば、これを用いて生産される製品が本来の想定を超えた経済的価値を持
ち、両者の等価性が大きく損なわれるというケースはほとんど生じないかもし
れない。理論的には、物を生産する方法の発明に関しては、 2で論じた物の発
明と同様の基準を妥当させるべきであるが、実際には、 3で論じた単純方法の
発明の基準を当てはめても、結論に大きな差は生まれないかもしれない29c
また、 4号製品を用いて生産された物の経済的価値が特許権者の想定以上に
29 なお、言うまでもなく、以上で述べたケースは、物の生産方法に係る特許権を有する者等
が、生産方法の使用にのみ用いる物（4号製品）を譲渡した場合の問題であって、当該方法
発明を用いて生産した物を特許権者等が自ら譲渡した場合とは異なる。後者の場合に、特許
権者等が譲渡した物の使用や再譲渡等に対しては、消尽により権利行使ができなくなるのは
当然である（前掲インクカートリッジ知財高裁大合議判決も参照）。
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高く、 4号製品の譲渡段階で、製品そのものの対価まで取得する機会が保障さ
れていたとは評価できない場合（消尽自体は認められない場合）でも、別途、
製品の生産・使用・譲渡等に対する黙示の許諾があったと認定することは許さ
れる。
5.多機能品等の譲渡と特許権の消尽
続いて、 101条3号.5号に該当する物（以下、「多機能品jという）を特許
権者等が自ら譲渡した場合、この多機能品の再譲渡等（特許発明の存在とその
実施に用いられることを知りながら行われた場合に限る）や、これを用いた特
許製品の生産や特許方法の使用に対し、特許権を行使することができるのかを、
簡単に検討する。
この問題について、前掲インクカートリッジ知財高裁大合議判決は、「特許権
者又は特許権者から許諾を受けた実施権者が、・・・その方法の使用に用いる物
（我が国の囲内において広く一般に流通しているものを除く。）で、あってその発
明による課題の解決に不可欠なもの（同条4号〔101条現5号：筆者注〕）を譲
渡した場合において、譲受人ないし転得者がその物を用いて当該方法の発明に
係る方法の使用をする行為、及び、その物を用いて特許発明に係る方法により
生産した物を使用，譲渡等する行為については、特許権者は、特許権に基づく
差止請求権等を行使することは許きれない」として、一律に消尽の成立を肯定
するようである。
しかしながら、多機能品は、特許権侵害用途とそれ以外の適法用途を併せ持
つのであるから、たとえ特許権者等がこの製品を侵害用途にも使える物である
ことを知りながら譲渡したとしても、特許権者等は、多機能品が以降の流通過
程で特許発明の実施のみに用いられることを想定して価格設定を行っていると
は限らない。実際に、この多機能品が侵害用途に使われるのか、適法用途に使
われるのかは、第一譲渡の時点では明らかではなく、特許権者に想定可能な範
囲を超えて侵害用途での利用件数が多くなることも十分にあり得る。したがっ
て、多機能品の譲渡の段階で、当然に、これを用いて生産される特許製品その
もの、あるいは、これを用いた特許方法の使用の対価まで含めた対価取得機会
が保障されていたとは評価できず、特許権者等による多機能品の譲渡により、
直ちに消尽を認めることはできない300特許権者には権利行使の余地が残され
ていると考えるべきである。以上は、物の発明であろうと、単純方法の発明で
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あろうと、物を生産する発明であろうと異なるところはない。
もっとも、実用的な適法用途を備えるとは言え、侵害用途が主たる用途とな
ることが明らかな場合などは、黙示の許諾が認められることもあり得ょう。
さらに、ここで論じたことは、 101条2号・ 5号を充足しない汎用品（日本国
内において広く一般に流通しているもの、すなわち、多数の用途を持ち、様々
な製品に利用することができるため、日本国内で広く用いられうる普及品）に
ついても妥当する310
6.並行輸入との関係
最後に、本稿でこれまで論じてきたことが、特許発明の実施に用いられる物
が国外で最初に譲渡された場合にも、同様に当てはまるのかを考察する。
まず、仮に第一譲渡が日本国内で行われていた場合に消尽が否定されるよう
なケース（主として、 5の多機能品等のケース）については、最判平成9年7
月1日民集51巻6号2299頁〔BBS最高裁判決〕の法理の適用もなく、特許権者
は権利行使が可能と考えるべきであろう。国内譲渡における消尽法理と国外譲
渡における前掲BBS最高裁判決の法理は、いずれも、特許権者保護との調整を
行いながら、製品の円滑な流通を保護する点では同様であり、このような調整
の下、圏内議渡であれば消尽が否定され、特許権者の権利行使が認められるケー
スについて、殊更に国際流通の保護を国内流通よりも重視し特許権行使を否定
する必要はない320 もっとも、国内消尽が否定されるケースについては、以上
のように、前掲BBS最高裁判決の下で「黙示的許諾が擬制され、反対の表示が
ない限り、特許権行使は不可Jという法理自体は適用されないものの、特許権
者等の販売態様など個別具体的な事情を下に、我が国での利用について（黙示
的許諾の擬制ではなく）個別に黙示の許諾が認定される場合もあり得ょう。こ
30 音田・前掲注（6)98-99頁（ただし、場合によっては消尽が認められるケースもあり得
ると説く）、重冨・前掲注（14)395頁。
31 同様に汎用品について消尽を否定する見解として音田・前掲注（6) 96頁以下、重冨・前
掲注（14)395頁。ただし、当然のことながら、汎用品の生産・譲渡等自体が、たとえ特許発
明の存在と当該汎用品がその実施に用いられることを知っている者によって行われたとして
も、間接侵害は成立しない。この点は、多機能品とは異なる。消尽が意味を持つのは、汎用
品を用いた特許発明の実施のみである。
32 田村・前掲注（11)40頁以下、鈴木勝文「FRAND宣言がなされた標準規格必須特許に基
づく権利行使」 L&T65号（2014年） 65頁注27。
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のことも、国内で第一譲渡が行われた事例と同様で、ある。
これに対して、仮に第一譲渡が日本国内で行われていた場合に消尽が肯定さ
れるようなケース（主として、 2,3,4の専用品のケース）については、議論の余
地がある。というのも、前掲インクカートリッジ知財高裁大合議判決が懸念し
ているように、特許権者等が特許発明の実施に用いる物を国外で譲渡したとき、
その物を国外で譲り受けた者やその転得者が、圏内でこれを用いて特許方法を
使用することや、これを用いて生産された物を国内で使用・譲渡等することに
対してまで、特許権者等が前掲BBS最高裁判決における黙示的許諾を与えて
いたと評価できるのかが問題となるからである。そこでこれを検討するに、本
稿の下では、間接侵害を構成する物のうち、圏内消尽が肯定されうるのは、専
用品（1号製品・ 4号製品）が譲渡された場合に限られる。しかも、特許権者
等が特許発明の実施にのみ用いられる物を議渡した段階で、特許発明自体の実
施に対する対価を取得する機会までが保障されていたと評価できるケースのみ
である。このような場合、「現代社会において国際経済取引が極めて広範囲、か
っ、高度に進展しつつある状況に照らせばj33、特許権者等は、たとえ国外で専
用品を譲渡したとしても、これが我が固に輸入され、専用品それ自体の本来の
用途であり、そして実用的な唯一の用途である特許発明の実施に用いられるこ
とを当然に予想し得たはずである3＼この意味では、特許権者等が特許製品そ
れ自体を国外で譲渡した前掲BBS最高裁判決の事例と異なるところはない。
国外において特許権者等が特許発明の実施にのみ用いられる専用品を譲渡した
段階で、特許発明自体の実施に対する対価を取得する機会までが保障されてい
たと評価できる場合については、その後に当該製品が我が国に輸入され、特許
発明の実施に用いられることが当然に予想される以上、特許権者等が反対表示
33 前掲BBS最高裁判決。
34 これに対し、三村・前掲注（27)115頁は、「およそ方法の発明に用いる物一般について、
特許権者は、国外で譲渡した物を用いて国内で特許方法の実施がされることまでも想定した
上で国外での譲渡行為を行っているということはできないと思われる。一般的に国際消尽は
成立しないと解するのが、相当であろう」と述べる。たしかに、「およそ方法の発明に用いる
物一般について」、特許権者等が国内での特許発明の実施に用いられることまで想定してい
たとはいえないというのは正しいかもしれない。しかしながら、殊、専用品については、国
際取引を通して、特許権者等が譲渡した国以外の固にこれが輸出されることは当然に想定さ
れるし、その国で、専用品本来の、そして唯一実用的な用途に用いられることも、同様に想
定しうるはずである。
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を付さないままこれを譲渡した場合には、譲受人・転得者に対して、我が国に
おいて当該専用品の再譲渡等やこれを用いた特許発明の実施を行うことが前掲
BBS最高裁判決の法理のもと黙示的に許諾されていたものと（擬制されると）
考えるべきである。したがって、日本国外で専用品が譲渡された事例で、仮に
第一譲渡が囲内で行われていたとすれば消尽が肯定されるようなときには、反
対表示が付されていない限り、圏内における専用品それ自体の再譲渡等、専用
品を用いた特許発明の実施（特許製品の生産、生産された製品の使用・譲渡等、
特許方法の使用、特許方法によって生産された物の使用・議渡等）に対し、我
が国の特許権を行使することは許されない。
7.おわりに
以上、本稿では、特許権者等が特許発明の実施に用いられる物を自ら譲渡し
た場合に、それを用いた特許発明の実施について、消尽法理により特許権行使
が否定されるのはどのようなケースなのかを検討した。基本的に、特許発明の
実施に用いられる物を譲渡した段階で、特許発明自体の実施に対する対価を取
得する機会までが保障されていたと評価できるか否かが基準となる。
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